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日本語教育推進に関わる３つの論点
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１．地方公共団体の基本的な方針（基本方針）の策定

３．日本語教育を担う人材の確保・育成

２．日本語教育の機会の充実（空白地域解消）



１．地方公共団体の基本的な方針（基本方針）の策定
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令和２年２月策定 「やまなし外国人活躍ビジョン」

～外国人の皆さんにとって「第２のふるさと」となる県を目指して～（令和５年３月改訂）

・県内には多くの外国人が住んでおり、年々増加傾向

Ｈ３０ １６，０７３人（労働者数 ６，９１０人）

Ｒ５ ２１，５０２人（労働者数１１，２２７人）

・人口減少が進む中、産業や地域社会の担い手として

外国人の活躍が不可欠

・一方で、地域で外国人が能力を発揮し、日本人と共生

する社会の実現は道半ばであり、県として外国人の活

躍を重点施策として取り組むことを宣言する必要

ビジョン策定の背景

・県民、市町村、企業、各種団体などと一緒に着実に取

り組みを実行するための共通認識を図るもの

・外国人が活躍できる地域づくりに向けた県の基本的な

考え方と中期的な取り組み（主に県が実施）の方向性

を示すもの

ビジョンの性格

ビジョンの推進体制



１．地方公共団体の基本的な方針（基本方針）の策定
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外国人に『選ばれる』やまなし

～ 外国人がコミュニティの大切な一員として尊重され、活躍できる県を目指す ～

目指す姿
（基本目標）

働ける環境づくり（受入）

暮らせる環境づくり（共生）

施策目標

外国人が安心・安全に働けるようにするとともに、

働く外国人と雇用する企業をつなぎ、活躍す

る外国人をさらに呼び込む。

外国人が安心して生活できるようにするとともに、

身近な地域で日本人との交流を進め、山梨県で

暮らす魅力を高める。

外国人の方々の不安や悩みを減らし、

安心して「働き」「暮らせる」環境

外国人と日本人が共に支え合う、

多様性社会の具現

山梨県の魅力が高まり、

外国人に選ばれる県

山梨県の特性・
ポテンシャル好循環の

実現



１．地方公共団体の基本的な方針（基本方針）の策定
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政策 施策 区分

Ⅰ

３
外国人と企業がつながる

重点
分野

２
働く場（企業）が増える

(1)外国人が働きやすい企業を応援します

(2)業種ごとに外国人を受け入れやすくします

１
きちんとした条件で働ける

適正な労働環境を整えます

Ⅱ

重点
分野

１
日本語で
コミュニケーションが取れる (2)子どもの教育を手厚くします

(1)身近な地域で日本語を学べるようにします

(1)留学生の県内就職を進めます

(2)地域活動に参加しやすくします
重点
分野

３
地域で交流する

(1)日本人住民側の理解を深めます

(6)災害や事件に備えます

(4)子育て世代や高齢者を支えます

２
生活しやすくなる

(1)悩みを相談しやすくします

(2)情報をわかりやすく発信します

(3)病院にかかりやすくします

安心して
働ける
環境づくり
（受入）

安心して
暮らせる
環境づくり
（共生）

Ⅰ

Ⅰ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

(2)海外へ山梨で働く魅力を伝えます

(5)住宅に入りやすくします

施策展開の戦略と施策体系

Ⅰ 重点分野

Ⅱ 取り組みを加速させる分野

Ⅲ 進め方を検討してから取り組む分野

○ 本県では、外国人活躍に関する目標及び

政策展開を包括的に含み策定されている

「やまなし外国人活躍ビジョン」を日本語

教育推進法第11条に規定される「地方公共

団体の基本的な方針」と位置づけている。



２．日本語教育の機会の充実（空白地域解消）
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◎身近な地域における日本語教育の 機会を増やすとともに、質を上げる。

山梨県の取り組みの方向性（やまなし外国人活躍ビジョン ）

１．機会を増やす

○ 基礎自治体(市町村)で実施する日本語教室開設への支援。

○ オンライン形式の日本語教室の設置・段階的拡大。

２．質を上げる

○ 日本語教育の専門的な知識を持つコーディネーターの設置（日本語教室の設置・運営に対する助言）。

○ 学習者の日本語能力に応じたクラス編成。

・基礎クラス：日常的な表現を中心にプロの日本語教師から学ぶ。

・応用（対話）クラス：日本語学習支援者との対話・協働を通じて学習者が自らの表現力を広げていく。

○ 「日本語教育の参照枠」に基づく日本語教育プログラムの開発・普及。

⇒ 日本語教室空白地域の解消

⇒ 自立的言語使用者を目指した日本語教育の質の維持向上

＜Ｒ２年度～（日本語教室モデル事業、間接補助事業）＞
◇ 日本語教室の設置に取り組む県内市町村を対象にモデル事業を実施し、教室の設置・運営を支援。

◇ １年目をモデル事業（経費負担なし）、２年目以降は本格的な事業展開（県補助金１／２）

市町村が実施する日本語教育事業への支援

日本語教室設置市町村数：Ｒ１年度 ７自治体 → Ｒ６年度 １５自治体（１５／２７市町村：５５．５％）
（市町村の国際交流協会等の団体が実施する日本語教室含む）



２．日本語教育の機会の充実（空白地域解消）
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＜やまなし外国人活躍企業支援事業費補助金＞
◇ 外国人労働者の適正な労働環境づくりに取り組む中小企業等が実施する日本語教育事業に対して補助

令和２年度～令和５年度交付実績：合計３１件

※「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」とは別枠で実施企業が実施する日本語教育事業への支援※

対象事業 補助対象経費（主なもの） 補助率
補助

上限額

日本語教室への参加、オンライ
ンレッスンの受講などの「生活
に関する日本語学習」に関する
もの

• 講師の謝金及び旅費
• 教材費及び印刷費、消耗品費
• 会場使用料
• 受講料及び交通費
• 技能実習生に係る入国後講習（研修）
   経費
• 日本語能力試験の受験料

1/2以内 100万円



２．日本語教育の機会の充実（空白地域解消）
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オンライン形式の日本語教室の拡大

◇ 日本語教室の未設置市町村が存在。

◇ 設置済み市町村でも、教室までの交通手段が確保できないなど日本語教育が提供できていない外国人の存在。

◇ 今後は、オンライン形式による日本語教室の拡大を図り、重層的な日本語教育環境を整備。

○ 現在、オンライン形式で日本語初期レベル（Ａ１前半）の外国人住民を対象に、生活するうえで必要な

基礎的な日本語力の習得を支援するモデル事業を実施中。

日本語教育プログラムの開発・普及

◇ 日本語教育の質の向上を目指し、日常生活の場面で意思疎通を図ることを目的とした日本語教育を提供するた
め、カリキュラムや実施体制を研究。

◇ 特にカリキュラムについては、「日本語教育の参照枠」に基づき、同参照枠のレベル尺度のうちＡ１から始ま
り到達目標をＢ１とする体系的なプログラムとして開発予定（令和５年度から令和７年度までの３ヶ年計画）。

◇ 開発したプログラムについては、市町村との連携やオンラインも活用しつつ普及・展開することを計画。

○ 現在、日本語教育プログラムの開発と並行し、同プログラムを２自治体の日本語教室で一部試行中。

○ 令和７年度までの試行結果を踏まえ内容の見直し・改善を行い、令和８年度からの本格運用を目指す。



３．日本語教育を担う人材の確保・育成
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日本語教室の指導教員の育成研修

◇ 市町村が設置する日本語教室の運営は、県内の日本語学校に委託（日本語教員を確保）。

◇ 非常勤の日本語教員の活用、潜在的有資格者（資格はあるが日本語教育に携わっていない者等）の掘り起こ
   しを通じ、日本語教室における指導者の確保に取り組んでいる。

◇ 日本語教育実態調査によれば、県内の日本語教員数は、日本語学習者数の増加に追いついていない。

◇ 今後、留学生など地域での日本語学習者数の増加により、各分野で日本語教師の不足が危惧され、日本語教育
を担う人材の確保・育成が急務。

○ 現在実施している日本語教育の担い手の育成研修では、本県が掲げる共生社会のビジョンの共有及び日本

 語教育プログラムを活用した実践を通じて、日本語教員（有資格者）の質の向上を図っている。

○ 育成研修は、オンライン形式日本語教室での教師を務めるとともに、今後、プログラムの普及を図る役割

を担う人材を育成する取り組み。



３．日本語教育を担う人材の確保・育成
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入国前研修の強化

・基礎日本語教育

・日本で働く基礎知識

・日本の一般的な生活習慣

・生活の場面に合わせて日本語教育

（実践）

・山梨の生活習慣の学習

（地域のルール等）

通常の入国前研修 県独自の研修（円滑な受入・定着を図る）

申込者 教育機関

MOU締結国での実施 山梨

県内企業送出機関 監理団体
入国 就労研修修了応募

入国後
講習

雇用山梨への
送り出し

入国前研修山梨での
就職希望

ルート確立

県独自研修＋

◇ 県内企業の外国人材の確保と円滑な定着に向けて、外国人材の送り出しから県内企業の受け入れまでのルート
確立事業(入国前研修の充実)を検討中。

※「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」とは別枠事業として実施を想定


